
１．は じ め に

我が国の国立大学は２００４年４月に法人化された。

これに伴い，国立大学法人は自律的な運営とその活

動に対する説明責任を果たすことが求められてい

る。具体的には，国立大学法人の活動は第三者評価

機関によって法人評価と認証評価が周期的に実施さ

れる。そして，その結果は広く公表されるだけでは

なく，国立大学法人の運営費交付金等の算定に反映

させることが検討されている。国立大学法人を取り

巻く環境は成果に基づく評価へとシフトしており，

今日の国立大学法人は中期目標・中期計画を達成す

るため，従来の部局集合体としてではなく，組織総

体として大学経営が求められることとなった。この

ため，中期目標を実現するために年度計画を策定

し，その計画に対する活動成果を測定しながら，自

律的に活動内容を改善するよう迫られることとなっ

た。このように国立大学法人は，教育研究活動の質

を高める「仕組み」づくりが要請されているのであ

る。そこで，客観的な経営指標に基づく運営体制を

構築することが求められ，目標と現状の乖離を可視

化してその解決方法を議論し，今後の活動に反映さ

せる「仕組み」を整備することが課題となる。

現在，多くの国立大学法人において，大学経営や

大学評価に関する様々なデータを組織的に収集する

大学情報システムが構築されている。情報化の推進

はどの大学でも積極的に展開され，ネットワーク基

盤や IT機器の整備が進められている。大学法人の

運営管理においては，各種帳票や資料等はWebに

よるデータ入力やデータベース化が進められてお

り，これらのデータを基に大学情報として活用され

ている。そして対外的なデータ交換においても，文

部科学省が実施する学校基本調査ではWeb入力シ

ステムが導入され，大学評価・学位授与機構におい

ても全国的な大学情報を一元的に収集するデータベ

ースの構築が進められている。このように大学情報

のデータベース化は急速に進められているが，一方

でデータの交換や流通といった業務効率面にのみ偏

重していることが懸念される。これまで部局等で管

理していた大学情報を全学的に一元化する大学情報

システムは，組織の壁を越えた情報の共有化や可視

化を進め，認証評価等における確証として有効に利

用される。しかし本来の目的である経営の「仕組み」

を高めるには，その大学情報を基に PDCAサイク

ル１）を循環させることにある。したがって，大学情

報を収集するシステムを構築するだけではなく，収

集した情報を加工して問題意識を創り出すことが重

要となる。そのためには，経営改善の目標値の設定

といった大学情報の二次利用に関する合意形成や収

集したデータを糸口にして，大学法人が抱える問題

とその解決方法の立案といった問題解決能力を情報

システムの構築と併せて展開することが望ましいと

考えられる。

そこで，本稿では国立大学法人における大学情報
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システムの構築にかかる状況を概観してその成果と

課題を抽出することを目的とする。大学情報の収集

方法や活用方法については，愛媛大学・九州大学・

秋田大学の合同調査として，国立大学法人を中心に

アンケート調査を実施した。その調査の分析概要を

報告し，国立大学法人が直面する大学情報収集の現

状と大学情報の活用面での課題について検討を行う。

２．データと問題意識の関係

大学情報はある時点での組織的活動の状況や成果

を表すデータから構成される。しかし，この大学情

報を経営に活用するには，経営課題に即した問題意

識に合致したデータを収集するだけでなく，時系列

でその推移を分析しなくてはならない。また，新た

な経営課題に対して，適切な情報を迅速に入手する

ことも必要となる。そこで，ここではデータと問題

意識の関係に焦点を当てて議論を進める。

組織活動にはその活動の可否を判断する意思決定

が必要となる。データと意思決定との関係を考える

には，マクドノウ（McDonoug１９６３）の考え方を援

用すると理解しやすい。マクドノウによると，デー

タとは「価値が評価されていないメッセージ」と定

義されている。そのため，データは組織や個人の問

題意識によってはじめて価値が見いだされて情報へ

と加工される。この情報を基に意思決定がなされ，

行動に結びつくこととなる。すなわち，データそれ

自体は意味を持たない文字や数字の羅列であり，

我々は問題意識を持つことによって，はじめてデー

タに価値を見いだし，情報として取り扱う。そして，

その情報を基に意思決定が行われることとなる。し

たがって，最適な意思決定を行うには，意思決定者

が問題意識に関連する情報を収集し，その時点で最

適となる解決案を立案することが必要となる。そし

て意思決定の質を高めるには，問題意識に即したよ

り多くの情報が必要となる。この情報とは，ある時

点の状況を表すことから，時間の経過とともに変動

する。そのため，意思決定者は判断しなくてはなら

ない最終時点まで，情報を収集しようとする。

ガルブレイス（Galbraith１９７３）は，組織を取り

巻く環境の不確実性が高まると，業務を遂行するう

えで必要となる情報量と既に組織によって収集され

る情報量とのギャップが大きくなり，このギャップ

を埋めることが不確実性を削減すると主張した。つ

まり，増大する情報量を処理する能力（情報処理能

力）が必要となり，それには適切な組織形態を構築

することが求められるとした。したがって不確実性

に対応するには，意思決定に必要となる情報をより

迅速に，より大量に収集することが不可欠となる。

そのためには，大量の情報を効率的に処理する組織

へと自己改革し，情報分析能力とその問題解決にあ

たる実行力を高めることが望ましいと考えられる。

しかし，情報を分析する能力は短時間で向上する

ものではない。グラント（Grant１９９１）は「ヒト・

モノ・カネ」といった経営資源とそれらを使いこな

す能力（資源活用能力：ケイパビリティ）とを区分

し，経営資源を使いこなす能力の有無が競争優位を

導くと指摘した。一方，加護野［１９９９］は「情報化

のパラドクス」という概念を用いて，収集した情報

を使いこなす能力の重要性を示している。情報化社

会の進展によってオープン化が進むと，情報機器の

性能差異や収集されるデータに大きな違いが無くな

る。そのため，差別化の要因は情報量の大小ではな

く，情報から価値を創造する能力や導き出された計

画を戦略的に実行する能力が重要になると指摘す

る。たとえば国立大学法人の場合，大学情報システ

ムを構築するだけでは，その時点での大学法人の状

況をモニター上に映し出すツールとしてしか活用で

きない。大学情報のデータ更新の頻度を上げるとと

もにその情報を時系列で管理して，そこから問題意

識を紡ぎ出して組織的な活動に結びつける問題醸成

能力が必要となる。さらに，その問題意識の高め方

を組織的に学習する能力も高めなくては，次なる発

展に寄与しない。しかし，これらの能力は即席で培

われるものではなく，時間と共に経験を踏まえて成

熟度を高めていく必要がある。そのためには，情報

システムの構築に併せて，この二つの能力の成熟度

を高める方向性と発展に要するスケジュールを事前

に計画として組み入れることが重要と考えられる。

このように，情報システムの担う役割は，単にデ

ータを収集・蓄積するシステムを構築することで完

結するのではない。その本質的な役割とは，経営課

題に即した情報を蓄積するだけではなく，その情報

を基に組織が抱える経営課題を浮き彫りにし，そこ

で立案された解決施策の仮説検証を繰り返すこと

で，大学経営の「仕組み」の成熟度を向上させるこ

とにある。このような「仕組み」を支える情報シス

テムを構築するには，段階的な成熟化が必要になる
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と考えられる。まず第１段階では，部局等で持つ大

学情報を一元化し，全学的な情報基盤としてデータ

ベースを整備する。次に第２段階では，収集した大

学情報を基に分析がなされ，解決施策の立案とそれ

を測定する新たな指標といった情報を整備する。第

３段階では解決施策を検証する実行力を整備し，そ

の改善サイクルを短縮する。このような段階を経る

ことで，大学情報は活動成果の記録だけではなく，

大学経営に資する指標に結びつくと考えられる。

ほとんどの国立大学は，独立法人化とともに策定

された中期目標・中期計画と共に大学情報システム

を構築している段階にあることから，第１段階に位

置すると推測される。しかし，より質の高い大学経

営を実践するには，早期に第２段階へと展開するこ

とが求められ，その成熟化を推進させる要因を明ら

かにすることが望まれる。そこで，このような「仕

組み」づくりの観点から，国立大学法人における情

報システムの現状についてアンケート結果を基にそ

の概要を点検し，課題を明らかにする。

３．国立大学法人における情報収集シ
ステムの現状について（調査概要）

３．１ アンケートの調査対象と回収状況

国立大学法人における情報システムの現状調査

は，郵送法によるアンケートで実施した。アンケー

トの対象校は全国８６国立大学法人および大都市圏の

大規模校である私立大学法人２２校とし，大学評価担

当者を対象者とした。アンケートの発送時期は平成

１７年１２月，回答締め切りは翌年１月末とした。

アンケートの回収率は，国立大学法人が７９％で

あった。大学情報の収集対象は教職員すべてであ

り，対象人数の規模により収集方法等の違いがある

と予想されることから，教員数を基準として教員数

５００名毎に小規模，中規模，大規模と区分した。そ

の結果，国立大学法人の対象校はそれぞれ４２校，２７

校，１７校となり，回収率は，それぞれ７３％，８１％，８８

％であった。また，私立大学の回収率は３６％（８校）

にとどまった。そのため，比較対象とすることがで

きないことから，本稿における調査対象を国立大学

法人に絞って検討することとする。

３．２ 大学情報の分類

アンケートに先立って，大学情報の分類を行う。

大学情報とは以下の通り４つの領域から構成され

る。①教員活動情報，②教員個人評価情報，③大学

組織情報，④自己点検情報から構成されるとした２）。

教員活動情報は，教員個人の著書論文執筆等の活

動内容であり，これは教員個人評価情報の裏付けと

して利用される。大学組織情報は組織的な活動内容

であり，教員活動情報の集計値もその構成の一部と

して組み入れられる。そして自己点検情報は，大学

組織情報をもとに大学が自己点検した内容となる。

このように，教員活動情報から自己点検情報まで連

鎖関係にある。（図１）

３．３ アンケート設問内容

アンケートは合計６問から構成される。設問１は

大学情報の収集状況と大学情報を定期的に収集する

部署の有無および収集する部署名について，設問２

では収集するデータの種類および範囲と定期的に収

集するデータの種類，収集するデータの範囲，デー

タの収集対象者と収集した情報の管理方法につい

て，設問３では大学情報を収集する手段について，

設問４で大学情報システムの構築時期について，設

問５では収集した大学情報の活用方法について尋ね

ている。最後に設問６では，大学情報収集で直面す

る問題点等について，自由記述で回答を得た。

３．４ 大学情報の収集状況（設問１）

教員活動情報と自己点検情報では，回答校全体の

約８０％で大学情報の収集部署を担う部署が設置され

ている。いずれも大学外部に対して説明責任を果た

すために必要であり，これをとりまとめる部署を設

図１ 大学情報の階層構造

国立大学法人における大学情報システムの構築成果と課題
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置する大学が多い。これに対し，教員個人評価情報

や大学組織情報など内部情報をとりまとめる部門に

ついては，専門部署を設置する比率がそれぞれ

４７％，６４％に留まった。（図２）

３．５ 大学情報におけるデータの入手元

（設問２ａ）

大学情報におけるデータの入手元は，教員活動情

報（教育・研究・社会・運営管理）では約７０％が個

人を対象にするという回答を得た。そのなかでも，

研究情報が最もよく収集されている。一方，教員個

人評価情報は，教員活動情報に比べて取り組まれて

いる大学数自体が低い。そのなかでも，情報収集し

ている大学では概ね全学による収集が比較的高く，

自己評価においては３２％，部局評価，目標実績では

それぞれ２６％，２４％であった。

大学組織情報（学校基本調査・外部資金・財務）

は全学および部局を対象として情報収集がなされ

る。大学組織情報の中でも学校基本調査等，外部資

金，財務情報については全学収集の比率が約７０％に

達する一方，部局の比率も４２～２７％で収集されてい

る。

同様に自己点検情報（年度計画・認証評価）は全

学および部局を対象として情報収集がなされている

が，大学組織情報よりも部局の比率が高くなるのが

特徴である。特に年度計画評価情報は全学比率が７５

％，部局比率も５１％と重複する比率が高い。このよ

うに自己点検情報は，比較的高い割合で全学と部門

図２ 設問１ 大学情報の収集状況 図３ 設問２a 大学情報のデータの種類（国立大学）
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で重複管理を行っていることが特徴となる。（図３）

３．６ 大学情報の管理方法（設問２ｂ）

収集した情報を管理する部署についてだが，教員

個人評価情報とアンケート情報を除いて，全学によ

る管理の比率が８０％程度と高い比率であった。（図

４）

３．７ 大学情報の収集方法（設問３）

大学情報４領域の中でも教員活動情報はWebに

よる情報収集比率が最も高く，先端的な情報システ

ムが構築されている。そのなかでも研究情報を対象

にするは７４％にのぼり，教育情報，社会貢献情報も

それぞれ６３％，６２％と高い回答を得た。しかし，こ

のようなWeb化が進められているのは教員活動情

報だけであり，大学組織情報や自己点検情報は電子

媒体または紙ベースが主体となる。また，教員個人

評価情報については，収集せずとの回答が最も多

かった。

大学組織情報は電子媒体による収集が最も高く，

学校基本調査等で５１％，外部資金で５７％，財務情報

で４６％であった。これらの情報は責任部署が必要に

応じて加工して，エクセル等の電子媒体で収受され

ていると見られる。そのため，大学情報システムの

データベースとは直接的に連携されていないものと

推測される。一方，年度計画評価および認証評価情

報については，電子媒体による収集が高い比率を占

めるが，紙ベースや直接質問の比率も高い。これは

図４ 設問２ｂ 大学情報の管理方法（国立大学） 図５ 設問３ 大学情報の収集方法
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必要となる情報と背景にある問題意識が問い合わせ

毎に異なり，定型化されていないためと考えられ

る。（図５）

３．８ 大学情報システムの構築時期について

（設問４）

大学情報システムの構築は２００２年から急増してお

り，特に教員活動情報と大学組織情報が積極的に構

築された。しかし，アンケートを依頼した時点では

（２００５年末），２００７年度以降の構築計画は８システ

ムにすぎない。また，「未定」と回答されたシステ

ムは，教員活動情報および教員個人評価を中心とし

て計１２システムにのぼった。このことから，大学情

報システムは構築の必要性や方向性については議論

されるものの，長期的な計画に基づいて構築されて

いるわけではないことが確認できる。（図６）

３．９ 大学情報の活用方法について（設問５）

国立大学法人の大学情報活用方法の主目的は「③

評価に関する根拠資料」と「⑤ HP等を通じた情報

公開」であった。そのなかでも，大学情報を活用す

る部署の有無によって，活用方法に大きな差異を生

じさせている。評価室等の専門部署が教員活動情報

および自己点検情報を管理する場合，収集した情報

は１００％の大学が「評価に関する根拠資料」として

利用するほか，「役員等へのレポート」７１％，「委員

会への資料提供」６４％など評価に直結した活用がな

される。しかし，事務部門が管理する場合，「HP等

図６ 設問４ 大学情報システムの構築内容について 図７ 設問５ 大学情報の活用状況
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を通じた情報公開」が１００％となるなど，広報に比

重を置いた活用がなされる傾向が強くなる。（図７）

３．１０ 現在の問題点と今後の課題について

大学評価担当者が直面する課題について，自由記

入で得た回答の中から特に多い回答をまとめると下

記の通りとなった。

① データベースシステムを構築するにあたり，す

べての教員に継続的なデータ入力が必要となる。

しかし，入力に対する合意や入力作業の軽減，デ

ータ項目の選定等に課題があり，データベースの

実効性やデータの精度に問題が生じている。ま

た，教員の協力が一部得られないこともある。

② 必要な情報を収集しようとする場合，新たな業

務としてデータ入力が発生して担当者に負担を強

いることになる。また，既存のデータの所在が把

握されておらず，大学情報を収集する共通のフォ

ーマットも定められていないため，組織別に重複

管理することが多いほか，収集後にほとんど活用

されないデータが散在する。さらに，部署間の情

報共有が進まないこともデータが散在する原因と

なる。

③ 収集する情報が多部署にわたることや既存デー

タの定義が組織毎に異なることから調整等が必要

となる。

④ 複数のデータベースが既に稼働しており，デー

タを連携・統合することが困難である。手作業的

な手法でデータベースに流し込むことも行ってい

るが，ミスの要因となる。

⑤ システム構築だけでなく，運用保守に費用と労

力を要する。また，データ収集ルートの確立と収

集されたデータ分析手法の開発が急務となる。

⑥ 大学評価・学位授与機構が求める情報が確定し

ていないため，データベースの構築が進まない。

⑦ 個人情報保護法やセキュリティへの対応

４．考 察

４．１ 大学情報システムが抱える課題

多くの国立大学法人で大学情報システムが構築さ

れているが，その収集対象は大学外部に公開する情

報であり，活動成果の記録に重点が置かれている。

しかし，部局等の既存データとの整合性やデータの

重複等の問題が発生するほか，長期的な計画の下で

大学情報システムが立案されていない等の課題が浮

き彫りとなった。一方，評価室等の専門部署を設置

した大学法人では，大学情報を評価等の根拠資料と

して活用する仕組みが整備されていることが明らか

となった。このような大学情報の収集から活用まで

を一元的に担当する部署を設置することによって，

より積極的に大学情報を活用する動きがあることも

明らかとなった。

� 大学情報の連携性

大学情報システムは教員活動情報，大学組織情報

というように領域毎に独立的に取り組まれる状況に

ある。そのため，各領域の情報の一元的な統合はこ

れから進められることとなる。したがって，大学情

報の管理者はデータ入力のタイムラグによる二重管

理などの課題に直面している。

大学組織情報は，電子媒体および紙媒体によって

主に収集されている。これは既存の部局等が蓄積す

るデータと全学レベルで収集するデータのフォー

マットが定型化されていないことからあらためて加

工が必要になることや情報の種類によって依頼する

部署が異なることが背景にあると考えられる。この

ように，フォーマットの変換や定義の統一が課題と

なる。

大学経営に関する情報，特に大学組織情報は時間

とともに変化することから時系列データとして蓄積

されていく。このため，データのアクセス性と定義

の統一が必要となるが，これには，これまでに蓄積

したデータの調整や確認のために多くの経営資源や

時間を必要となる。また，時間が経過するほどデー

タの変換工数が多大となり，既存のデータを手動で

変換するとミスを誘引する可能性が大きくなる。こ

のように，全学と部局間のデータベース間の連携，

特にデータの定義の統一は避けて通れない課題とな

る。

� 説明責任を果たすための大学情報

大学情報システムの中でも教員活動情報，特に研

究を中心とした活動情報のWeb化が優先的に進め

られている。これは，教員活動情報の集合値が大学

組織情報の一部になることへの理解が進んでいるこ

とと，研究者要覧等で既に実績があったため情報化

の合意が取りやすいといったことが考えられる。ま

た，自己点検情報は電子ファイル等による情報収集

網が整備されている。いずれの情報に共通するの

国立大学法人における大学情報システムの構築成果と課題
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は，大学外部に公開することが求められる点にあ

る。大学活動の現状を「記録」する仕組みとして整

備されることによって，説明責任を果たしていくも

のと考えられる。一方，教員評価情報や大学組織情

報は大学内部の管理情報であり，その管理に対する

合意形成や情報共有の仕組みが整っていない。その

ため，「記録」を活用する取り組みは今後の課題と

なる。

� 大学情報を活用する専門部署の設置と多面的な

活用

教員活動情報および自己点検情報を活用する評価

専門の部署を設置するすべての大学法人において，

収集した情報は評価に関する根拠資料として活用さ

れている。これは，役割を明確に示した専門部署を

設置することが大学情報の利活用に重要と考えられ

る。また，役員等委員会への資料提供を通じて問題

意識を醸成する機会が多くなることから，スキルの

育成に注力する必要がある。さらに，問題意識に応じ

た情報を入手するため，部局や教員個人の現場とコ

ミュニケーションをはかる交渉力も必要となる。こ

のような人的資源への投資は，育成方法が確立して

おらず，体系的な手法を確立することが課題となる。

また大学情報は評価のための根拠資料や広報に使

うだけでなく，大学経営の意思決定に役立てること

が求められる。情報の公開のみでは単に現況の公開

にすぎず，問題意識の醸成を他者に委ねてしまうこ

とに他ならない。大学情報を構成するデータは様々

な活動成果の総和である。そこで，データの背景に

ある因果連鎖を解明し，大学経営に多面的に活用す

ることが課題となる。

� 大学情報に基づく問題意識の醸成

現在の大学情報システムはデータを分析する問題

意識の観点から２つに区分され，それぞれ取り組む

べき課題が異なる。２つの区分とは，大学の組織基

盤に関する情報と大学経営の質の向上に関する情報

である。

大学組織情報や教員活動情報は，大学の規模や活

性度，活動成果に関する情報として利用される。た

とえば，学生数や教職員数，科学研究費獲得率など

組織の規模や活性度を示す基礎情報を時系列で収

集・蓄積することが望ましい。このような汎用性の

高い情報項目を設定することによって，ベンチマー

クとして時系列の推移や同規模大学・部局との比較

が可能となる。つまり，問題意識を醸成し，解決策

を探る糸口として利用することが可能となる。これ

らは収集する情報項目の定義が経年で変化すること

が少ない，定型的なものであり，既に組織内で収集

されているものである。したがって，①時系列やベ

ンチマーク等による比較を通じて変化を捉え，問題

意識を醸成することと，②項目間の因果連鎖を解明

することが課題となる。

一方，自己点検情報や教員個人評価情報は，個々

の計画や基準に対する達成度に関するデータとして

収集される。しかし，その問題意識は，目標に対し

てどの程度達成されたかという成果が対象となるの

ではなく，達成するためのプロセスはどうだったか

という点にある。つまり，問題意識は「気づき」に

よって醸成されるのである。そして，その問題意識

は「気づき」に至るプロセスや「気づく人」によっ

て異なることから，問題意識に応じて，その都度情

報を収集することが求められる。したがって，①既

にある活動成果や評価指標の推移からどのような問

題意識を醸成するか，②それに伴う評価指標を新た

に策定して，いかに迅速に情報を収集するかが課題

となる。大学情報データベースの中に，あらゆる情

報を蓄積することは非効率的かつ非現実的である。

そこで，必要なときに必要な情報を入手する情報網

を整備することが課題となる。

４．２ 大学情報システムが抱える課題の要因

４．１に示した大学情報システムが直面する４つ

の課題の克服には，大きく５つの要因が考えられる。

第一に，現在の大学情報の収集効率は，既存の業

務プロセスに合わせて大学組織情報等の情報収集ル

ートを構築することから，必ずしも効率的ではない

と考えられる。国立大学法人は，「成果に基づく評

価」に対して組織的に適応する過渡期にあり，組織

体制やガバナンスといった組織の運営体制を再構築

する過程にある。そのため，これまでの業務プロセ

スや大学情報の流れは，必ずしも新たな大学経営の

体制に適合していない。そのため，情報の流れに重

点を置いた組織運営の効率化を指向するならば，全

学的管理の視点から組織の再構築が必要となる。そ

のためには業務プロセスの見直しが必要になり，人

材の配置転換や新たに必要となるスキルを育成する

ことが課題となる。一方，既存の業務プロセスを主

体として，組織横断的な情報流通網を新たに構築す

るのであれば，統合データベースなど新たな情報化
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投資やこれまでに蓄積した情報の関連づけが必要に

なる。また，新たな問題意識の醸成は，これまでに

収集していない情報を新たに収集しなおすといった

可能性を高めることになる。そのため，組織横断的

に収集するチャネルを構築することが必要になると

考えられる。

現実的にはこのような二者択一が大学情報の解決

策とはならない。各大学が抱える事情に応じて複合

的な取り組みが必要になると考えられるが，情報シ

ステムの背後にある大学情報の利活用とその組織的

な活用能力の育成を含めて，情報システムと情報の

使いこなしを包含した仕組みの構築が喫緊の課題と

なる。そのため，これらを解決する方向性とロード

マップとなる展開図を示し，問題意識の共有や合意

形成を進めることが重要と考えられる。

第二に，大学経営の枠組みにおける大学情報シス

テムの位置づけを明確にすることが挙げられる。大

学経営に必要となる大学情報システムは，単に情報

を収集・蓄積するだけが目的ではない。大学経営の

高度化に歩みを合わせて蓄積された情報から問題分

析が行われ，現時点での解決方法を模索する。そし

て，その使いこなし方を学習することによって，よ

り複雑に発展することが可能となることを念頭に置

かなくてはならない。そのため，このような発展に

対して積極的に「ヒト・モノ・カネ」といった経営

資源を投入して情報から大学法人が抱える問題を顕

在化するだけではなく，問題解決に取り組む活動の

原動力として育成することが必要と考えられる。

第三に，大学経営の「仕組み」を担う専門部署の

設置とその役割を明確にすることが挙げられる。大

学経営の「仕組み」という観点から，全学的な活動

情報から問題点を醸成し，その問題点を解決する取

り組みを指揮することが求められる。つまり，問題

発見だけでなく，PDCAサイクルの要となって「仕

組み」を動かす役割を担う人材が必要となる。した

がって，大学評価担当部局といった，大学情報から

問題を紡ぎ出すことが主業務となる部局を配置する

だけでなく，関連する部局とともに問題解決にあた

ることが望ましい。このような責務と権限を与える

ことが，実効性のある「仕組み」を構築するうえで

必要と考えられる。このような折衝能力や問題醸成

能力のある個人を育成・任用する手だてを整備する

ことが重要と考えられる。

第四に，「仕組み」づくりに対する目的意識を明

確にすることが挙げられる。大学情報システムは自

律的な改善サイクルを構築する手段の一つである。

しかし，現状では大学情報システムの構築が目的と

なり，その運用や情報システム間の連携性は考慮さ

れていないと考えられる。したがって，組織の使命や

価値観に基づく長期的な構築指針が組織内に浸透し

ておらず，既存データとの整合性に苦慮することや，

利活用に関する合意形成に多大な時間と経営資源を

費やしているものと考えられる。また既存の情報収

集プロセスを変えることなく，従来の体制に合わせ

て新たな情報システムを構築することから，効率性

や生産性の面で課題を抱えていると考えられる。

このような課題を解決するには，情報システムと

その使いこなしを含めた，あるべき「仕組み」の姿

を描き，その実現に向けて段階的に取り組まなくて

はならない。つまり，大学情報システムを構築する

ことだけではなく，その運用も含めた大学経営のた

めの「仕組み」づくりのプロジェクトとして鳥瞰的

な枠組みを示すことが重要となる。大学経営の「仕

組み」を強化するには，時間が必要となる。そのた

め，全体を鳥瞰した展開図の下で必要となる要素を

「仕組み」の成熟化とともに順次組み込んでいくこ

とが求められる。

最後に，大学情報の分析に必要な問題把握能力を

向上させることが挙げられる。大学経営には既知の

問題意識に基づいた情報収集だけではなく，収集さ

れた情報から新たな発展に結びつく問題意識を醸成

することが重要となる。この問題醸成能力を向上さ

せるためには，大学経営の諸活動の因果連鎖に対す

る仮説立案とその検証を行うだけではなく，大学の

活動成果に対する評価指標を策定し，その情報を関

係部門から提出させるねばり強い交渉力が必要とな

る。国立大学法人は非営利団体であることから，組

織活動の最終結果は企業のように経済価値で測定す

ることができない。講義や研究成果というサービス

として価値を創出している。そのため，この見えざ

る資産に対して指標を設け，その推移をもとに生産

性や価値創造力を向上させることが必要となる。そ

のためには，大学情報を担う専門部署を中心として

情報を収集分析する能力と問題意識を紡ぎ出す能力

が相互補完する関係を継続的に構築することが望ま

しいと考えられる。

国立大学法人における大学情報システムの構築成果と課題
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５．ま と め

本稿では，国立大学法人における大学情報システ

ムの構築状況のアンケート結果について考察したう

えで，共通する課題とそれを克服するための施策を

示した。大学情報システムの本質的な目的は，大学

経営に資する情報を収集・蓄積し，経営上の意思決

定を情報面から支援することにある。そのため，時

系列やベンチマークによる比較から問題点の抽出

や，収集した情報から新たな問題点を醸成すること

が国立大学法人の直面する課題となる。このような

課題を解決するには，教員活動情報から自己点検情

報まで，どのように収集した情報を利活用するかと

いう長期的な展望を踏まえた戦略的な計画と，その

計画を実行する組織的な能力であるケイパビリティ

が必要となる。つまり，大学経営に関する独自のビ

ジョンと戦略的な設計図が策定されなくてはならな

い。そして，その設計図を実現するため，立案－構

築－運用といった段階が独立して着手されるのでは

なく，一貫した思想のもとで全体最適化がはかられ

なくてはならない。そのためには，大学情報システ

ムの運用が責務となる専門部署が，権限と責務を担

うことが鍵となろう。

一方，諸外国における高等教育機関の大学情報収

集・活用に対する取り組みや分析結果の活用形態の

違いについて，比較検討することが課題として残

る。今後は，一連の大学情報システムを統括し，全

学－部局間の情報連携に成功する事例を調査し，そ

の背景に共通するマネジメント手法について，イン

タビューを含めた調査を進めていきたい。
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注
１）経営管理の視点から Plan（計画）－Do（実行）－

Check（評価）－Action（改善）のサイクルを構築し，

これを継続的に繰り返すことで経営改善をはかる。

２）大学情報４領域を構成する内容は下記の通りとし

た。

� 教員活動情報：教育情報，研究情報，社会貢献

情報，運営・管理情報

� 教員個人評価情報：自己評価，部局評価，目標

／実績情報

� 大学組織情報：学校基本調査に類するもの，外

部式，財務情報，アンケート情報

� 年度計画評価情報（根拠資料），認証評価情報（根

拠資料）

３）アンケートで使用される用語の定義は下記のとお

りとした。

大学情報とは：大学評価や大学経営のために収集

する情報。

大学情報の種類

１．教員個人が入力する大学情報

� 教員（教育研究）情報：

個々の教員が教育研究に関する活動実績を入

力・蓄積するために使われる情報。入力する内

容は，研究領域（著書，論文，学会発表等），教

育領域（担当する授業科目，卒論指導学生数等），

社会貢献領域（地域活動，公開講座等），運営・

管理領域（学内委員会等）が考えられる。これ

らの活動成果は集計されて，全学・部局の組織

情報として活用されることがある。

� 教員個人評価情報：

教員の活動実績を収集し，教員評価や説明責

任を果たす目的で使われる情報であり，上記の

４領域における情報が中心になると考えられ

る。教員評価には�教員個人が評価を行う「自
己評価」，�教員個人が新年度の目標及び前年度
の目標に対する成果を記述する「目標／実績情

報」，�所属する部局が教員の評価を行う「部局
評価」が考えられる。これらの評価情報は集計

されて，全学・部局の組織情報として活用され

ることがある。

２．部局・全学として入力する大学情報

� 大学組織情報：

奥 居 正 樹
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大学法人の外形的な組織情報。入力する内容

は，学校基本調査に類する情報（学生数，教職

員数，卒業者数，業種別就業者数等），外部資金

獲得情報（科研費獲得金額・件数，寄附金等），

財務情報（歳入，歳出情報等）等が考えられる。

また，学生，保護者，卒業生等へのアンケート

情報もこれに該当する。これらの組織情報は，

全学・部局の活動状況の把握，大学運営の意思

決定の根拠，自己点検の根拠資料，説明責任を

果たすための資料等に活用されることがある。

� 自己点検情報：

大学法人の年度計画等に基づき，その具体的

な活動内容，成果指標及び成果に対する自己評

価を入力・蓄積する情報。入力する内容は，認

証基準や中期計画からブレークダウンされた年

度計画の具体的な活動内容及びその成果であ

る。これらの自己点検情報は，認証評価及び法

人評価に対する評価資料として利用される。

なお，大学情報システムとは大学法人におけ

る経営情報や大学評価情報を収集し，データを

電算化して組織内で情報を共有することを目的

としたシステムとする。
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